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2   背景：日本の各重点分野の特許出願状況 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
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科 学 技 術 動 向　2006年 6月号






 1 （1） 科学技術振興機構 137
 2 （4） 産業技術総合研究所 115
 3 （3） ソニー譁 96
 4 物質・材料研究機構 73
 5 （7） 三菱化学譁 70
 6 （6） キヤノン譁 59
 7 シャープ譁 48
 8 （8） 譁日立製作所 47
 9 譁リコー 46
 10 （2） 富士写真フィルム譁 44
 10 松下電器産業譁 44
順位（前年） 米国特許商標庁 件数
 1 （1） IBM（米） 89
 2 （2） MICRON TECHNOLOGY（米） 63
 3 （3） THE UNIV. OF CALIFORNIA（米） 58
 4 （7） EASTMAN KODAK（米） 53
 5 （9） L’OREAL（仏） 50
 6 （5） XEROX（米） 49
 7 （8） GENERAL ELECTRIC（米） 43
 8 SAMSUNG ELECTRONICS（韓） 42
 9 譁日立製作所 39
 10
INDUSTRIAL TECHNOLOGY RESEARCH 
INSTITUTE（台）
38
 10 キヤノン譁 38
順位（前年） 欧州特許庁 件数
 1 （8） 科学技術振興機構 36
 2 （1） L’OREAL（仏） 27
 3 （4） SAMSUNG ELECTRONICS（韓） 25
 3 （4） HEWLETT‐PACKARD（米） 25
 5 CNRS（仏） 16
 6 （4） EASTMAN KODAK（米） 13
 7 （3） ソニー譁 12
 7 BASF（独） 11
 9 キヤノン譁 9
 10 INFINEON（独） 8
順位（前年） 世界知的所有権機関（WIPO) 件数
 1 （1） 科学技術振興機構 33
 2 （3） THE UNIV. OF CALIFORNIA（米） 32
 3 PHILIPS（蘭） 30
 4 DU PONT DE NEMOURS（米） 25
 5 CNRS（仏） 22
 6
COMMISSARIAT A L'ENERGIE ATOMIQUE 
UNIVERSITE（仏）
18
 7 INFINEON（独） 17
 8 （5）
MASSACHUSETTS  INSTITUTE OF 
TECHNOLOGY（米）
16
 9 （9） ソニー譁 15
 9 NORTHWESTERN UNIV.（米） 15
 9 （4） 3M INNOVATIVE PROPERTIES（米） 15
参考文献６）を基に科学技術動向研究センターにて作成
日本の機関は日本語で表記。その他はアルファベットで表記
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特許のもつ意味や価値は大きく異
なっている。すなわち特許１件に
対する価値や性質も大きく異なる
ため、特許に関するデータの重み
にも違いがある（注７）。特許に関す
るデータを解釈する際には、その
他にも各国の制度・政策（特許出
願に化せられる課金等）にも留意
する必要がある。
　今後、以上のデータや留意点を
基に、我が国におけるナノテクノ
ロジー分野の研究の現状や、国際
競争力の把握等のさまざまな議論
が進展することを期待する。
謝　辞
　本稿をまとめるにあたって、実
質的な調査・分析実施者であるナ
ノテクノロジー総合支援プロジェ
クトセンターの小澤英一氏には、
単なる結果の情報提供のみなら
ず、特許１報毎の把握に至るまで、
その豊富な知識を基に多大なご協
力を頂いた。改めて感謝申し上げ
たい。
　現在ナノテクノロジー総合支
援プロジェクトセンターではナノ
テク特許の継続した調査の一環と
して、米国の特許を各州毎に分類
した分析も行っている。この分析
結果及び本レポートの詳細な情報
は、随時、同センターのホームペ
ージで公開している６）。
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金間　大介
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蘋
科学技術と経済社会、イノベーションとの
関係に興味を持つ。特にナショナルイノベ
ーションシステムにおける大学・公的研究
機関の役割や、公共性の重要性について調
査・研究を行っている。また、ナノテクノ
ロジー分野の研究動向についても興味を持
ち調査活動を行っている。
執　筆　者
（注６）例えば、特許出願数自体の伸びはさほど大きくないものの、大手
電気メーカ（10社）から出願される特許１件あたりの請求項数は増加し
ているという指摘がある５）。このような場合は単純な特許出願数に加えて、
請求項数の把握も重要となってくる。
（注７）企業において取得した特許の利用／未利用状況については、特許
庁の調査「平成 16年知的財産活動調査」（2005 年９月）の中で、企業規
模別に分析されている。（ホームページ：http://www.jpo.go.jp/shiryou/
index.htm）
